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事 業 名 子ども・子育て支援施設整備交付金 ２３ 

根 拠 法 令 等 児童福祉法、子ども・子育て支援法                               

制 
度 
の 
概 
要 

目  的 
放課後児童クラブの整備の促進を図ることにより、児童の福祉の増

進に資することを目的とする。                       

補助対象  市町村、社会福祉法人等                                       

内  容 放課後児童クラブの施設整備に対する補助。                     

補 助 率 

国１／３、県１／３、市町村１／３  
（社会福祉法人等は、国、県、市で 2/9 ずつ、社会福祉法人等 1/3） 
待機児童解消の場合 
国２／３、県１／６、市町村１／６ 
（社会福祉法人等は、国 1/2、県と市で 1/8 ずつ、社会福祉法人等 1/4） 

担 当 課 
及 び 

連 絡 先 

こども・子育て支援課 子育て支援係 
０２７－２２６－２６２２ 

実    績 

平成２６年度  児童館１か所、放課後児童クラブ ３か所 
平成２７年度  放課後児童クラブ ５か所 
平成２８年度  放課後児童クラブ ９か所 
平成２９年度  放課後児童クラブ ８か所 
平成３０年度 放課後児童クラブ １２か所 
令和 元年度  放課後児童クラブ １３か所 
令和 ２年度 放課後児童クラブ １０か所 
令和 ３年度 放課後児童クラブ １３か所 
令和 ４年度 放課後児童クラブ  １か所 
令和 ５年度 放課後児童クラブ  ５か所 

 

事 業 名 子ども・子育て支援交付金（放課後子ども環境整備事業） ２４ 

根 拠 法 令 等 児童福祉法、子ども・子育て支援法                               

制 
度 
の 
概 
要 

目  的 
小学校内の余裕教室等を活用するなどの方法により、放課後児童ク

ラブの設置促進を図る。 

補助対象 市町村                                                         

内  容 
小学校内等において教材等の保管場所として使用されている余裕教

室等の改修、倉庫設置等のために必要な費用に対する補助。       

補 助 率 国１／３、県１／３、市町村１／３                    

担 当 課 
及 び 

連 絡 先 

こども・子育て支援課 子育て支援係 
０２７－２２６－２６２２ 

実    績 

平成２６年度  ３か所  平成２７年度 ４か所 
平成２８年度 １４か所  平成２９年度  ０か所 
平成３０年度   ６か所  令和 元年度 ６か所 
令和 ２年度  ８か所  令和 ３年度 ７か所 
令和 ４年度  ４か所  令和 ５年度 ３か所 
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事 業 名 安心こども基金事業（保育所等の整備） ２５ 

根 拠 法 令 等 
安心こども基金管理運営要領 
保育所等緊急整備事業補助金交付要綱 

制 
度 
の 
概 
要 

目  的 
子育て支援対策臨時特例交付金により造成した「安心こども基金」

を活用し、子どもを安心して育てることができるよう保育所等の施設
整備に必要な経費の一部を補助する。 

補助対象 民間保育所、認定こども園 

内  容 創設、増改築及び大規模改修 

補 助 率 
県（基金）1/2、市町村 1/4  
※特例措置あり：県（基金）2/3、市町村 1/12 

担 当 課 
及 び 

連 絡 先 
こども・子育て支援課 保育係（０２７－２２６－２６２６） 

実    績 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 

 

 
整備区分 

 

 

年    度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R1 

 

R2 

 

R3 

 

R4 

 

R5 

 

創設 

 

 0 件  

 

 1 件 

 

0 件 

 

0 件 

 

0 件 

 

増築 

 

0 件 

 

 0 件 

 

0 件 

 

0 件 

 

0 件 

 

増改築 

 

0 件 

 

 0 件 

 

0 件 

 

0 件 

 

0 件 

 

改築 

 

0 件 

 

 0 件 

 

0 件 

 

0 件 

 

0 件 

 

大規模修繕等 

 

4 件 

 

 1 件 

 

0 件 

 

0 件 

 

0 件 

 

賃貸 

 

  0 件 

 

  0 件 

 

0 件 

 

0 件 

 

0 件 

 

計 

 

4 件 

 

2 件 

 

0 件 

 

0 件 

 

0 件 
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事 業 名 
一億総活躍社会の実現のためのいのちと生活を守る安心の確

保（単独事業） 
２６ 

根 拠 法 令 等 地方債同意等基準運用要綱 

制 
度 
の 
概 
要 

目  的 
少子高齢化対策、地域の足の確保、集落の再編対策など、地域住民

のいのちと生活を守り安心を確保するために必要な基盤整備を支援す
る。 

事業実施 市町村 

事業内容 

１ リハビリテーション施設、看護師等養成所（学校教育法（昭和２
２年法律第２６号）第１条で定めるものを除く。）等の地域の少
子高齢化社会を支える保健福祉施設の整備 

 
２ 地域住民が公共施設・医療機関・ターミナル等へ移動するための

車両の導入 
 
３ 集落移転事業、定住促進団地整備事業及び季節居住団地整備事業

に伴って必要となる生活環境施設の整備 

充 当 率 
９０％ 
※後年度、元利償還金の３０％相当額を普通交付税の基準財政需要 

額に算入 

担 当 課 
及 び 

連 絡 先 

市町村課 地方債・公営企業係  
ＴＥＬ：０２７－２２６－２２２４ 

実    績 

平成２１年度 前橋市、太田市（少子・高齢化対策事業） 
平成２５年度 館林市 
平成２６年度 館林市、下仁田町 
平成２８年度 館林市、長野原町 
令和 ４ 年度 館林市、富岡市 
令和 ５ 年度 前橋市 
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事 業 名 こども・子育て支援事業（単独事業）【新規】 ２７ 

根 拠 法 令 等 地方債同意等基準運用要綱 

 

 

 

制 

度 

の 

概 

要 

 

目  的 
こども基本法に基づく市町村こども計画により行われるこども・子

育てを支援するための施設の整備を支援する 

実施主体 
市町村（社会福祉法人、学校法人等の公共的団体が実施する事業を含

む） 

事業内容 

１ 公共施設又は公用施設におけるこども・子育て支援機能強化のた

めの改修事業（子育て相談室、あそびの広場、科学・自然・音楽

・調理等の体験コーナー、子育て親子の交流の場等（以下「子育

て相談室等」という。）の設置） 

２ こども・子育て支援機能強化のための公共施設の新築、増築又は

改築事業（子育て相談室等の設置） 

３ 子育て関連施設（保育所等の児童福祉施設、障害児施設、認定こ

ども園、幼稚園等）における環境改善事業（空調、防犯対策設備、

防災対策設備、調理場、手洗い場、スプリンクラー、遊具、園庭、

駐車場等の設置、バリアフリー化、トイレの洋式化等） 

４ 認定こども園（公立の幼稚園型、保育所型及び地方裁量型並びに

私立の地方裁量型）の保育所機能又は幼稚園機能に係る施設等の

整備 

充 当 率 

９０％ 

※後年度、元利償還金の５０％（機能強化を伴う改修）又は３０％（新

築・増築）相当額を普通交付税の基準財政需要額に算入 

担 当 課

及 び 

連 絡 先 

市町村課 地方債・公営企業係 

ＴＥＬ：０２７－２２６－２２２４ 

実    績  

 

 

 

 

 


